
第１号様式（第４条関係） 

 

市民提案型協働事業企画提案書      

 

                     年  月  日  

（宛先） 

秦野市長 

    所在地            
提案者 団体名               

代表者名 
新規・継続 □新規 □継続（    年度～）  

秦野市市民提案型協働事業について、次のとおり企画を提案したいので、関

係書類を添えて提出します。 

○添付文書：団体の会則（定款等）、団体の直近の決算書と予算書 

事業名  

事業の目的・ 

必要性 

なぜこの事業が必要 

か、どのような市民 

サービスの向上が図 

られるのかなど 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

協働事業の 
必要性・メリット 
 
なぜ、市と協働で 

実施したいのか、 

 

市民・団体・市の 

メリットをそれぞれ 

具体的に 
 
 

 

必要性 
 
 
 

市民のメリット（市民が受けられるサービスや解決される課題等） 

 

 
 

団体のメリット（行政が持つ情報等の活用や信頼性の確保等） 

 

 

 

市のメリット（団体が持つ専門性やノウハウの活用等） 

 
 
 



事業のアピール 

ポイント 

この事業の先駆性、 

先進性、創意工夫 

など 

 

 
 
 
 
 

事業概要・ 
実施スケジュー
ル 
 
事業の概要と月ご
との予定などをで
きるだけ具体的に 

 

役割分担 

 

事業実施に必要な

役割を全て記入 

提案団体が担う役割 

 
 
 
 
 

本市に望む役割 

 
 
 
 
 

事業の分野 

 
事業の分野を選択 

主となる活動分野１つに◎をしてください。 
その他、該当する活動分野がある場合は○をしてくださ
い。（複数回答可） 

 
保健、医
療又は福
祉の増進 

 社会教育
の推進 

 まちづく
りの推進 

 観光の振
興 

 
農林業又は
中山間地域
の振興 

 

学術、文
化、芸術
又はスポ
ーツ振興 

 環境の保
全 

 災害救援  地域安全  
人権の擁護
又は平和の
推進 

 国際協力  

男女共同
参画社会
の形成の
促進 

 子どもの
健全育成 

 情報化社
会の発展 

 科学技術の
振興 

 経済活動
の活性化 

 

職業能力
開発又は
雇用機会
の拡充 

 消費者の
保護 

 

団体運営
又は活動
に関する
援助 

 その他 
（   ） 



事業で生かされ
る団体の特性 

 

団体の専門性・先駆 

性・柔軟性など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他団体との連携・ 

協働の実績 

他団体などと連携の 

実績や予定、市と協 

働で取り組んだ事 

業など 

 
 
 
 
 
 
 
 

事業実施以降の展 
望 
 

事業実施後の具体的 

な展望や、提案事業 

の成果をどのように 

活かしていくか 

次年度も双方で実施（□提案型協働事業 □提案型以外） 

□団体が単独で実施    □行政が単独で実施 

□事業は今年度のみ予定 □その他（        ） 

（実施後の具体的な事業展開や上記の補足事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ この提案書のほか、関係書類に記載された個人情報は、秦野市市民
提案型協働事業の事務以外には使用しません。 

 



第２号様式（第４条関係） 

 
市民提案型協働事業企画提案団体概要書 

 

団体名 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

 

所在地 
〒 

ホームページ 
 

連絡担当者及
び連絡先 

担当者         （役職） 

電話 （連絡可能な時間帯） 

ＦＡＸ  E-MAIL  

住所 
〒 

設立年月       年   月  （法人格取得年月  年  月） 

会員の状況 個人会員 
         人 

（うち秦野市民  人） 
団体会員   団体 

活動内容・ 
活動実績 

 

協働事業との
関わり 

□新たな事業 □今までの活動の拡大 □今までの活動と同規模 

活動体制 
 

活動に携わる主

なメンバーを記

入 

役職等 氏名 協働事業での役割 

   

   

   

   

   

 



 

 

第３号様式（第４条関係） 

 

市民提案型協働事業企画提案収支予算書 

（この協働事業だけの金額を記入してください。） 

団体名           

 

（単位：円） 

総事業費  

市の支出  

団体の支出
（他の収入等） 

 

 

１ 収入の部 

                           （単位：円） 

科目 予算額 積算根拠（数量・単価など） 

市の支出 C  

団体の支出   

事業収入   

   

収入合計 A  

 

２ 支出の部 

                          （単位：円） 

科目 予算額 うち市の支出分 積算根拠（数量・単価など） 

     

     

     

     

     

     

支出合計 B D  

注）収入合計 A と支出合計 B、及び、市の支出 C と支出合計 D は同額となります。 




